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は じ め に 

 

 今治市では、平成 27 年３月に「今治市障害者計画及び第４期今治市障害福

祉計画」を策定し、「みんなで奏で 快適に暮らせるまちづくり ～住みなれた 

いまばりで暮らせるまちへ～」という基本理念のもと、障がいのある人もない

人も共に支えあいながら住みなれた地域で安心して生活のできる「共生社会」

の実現を目指し、取り組んでいるところです。 

 国においては、障害者基本法の改正、障害者の日常生活及び社会生活を総合

的に支援するための法律、障害者虐待の防止・障害者の養護者に対する支援等

に関する法律の成立、障害を理由とする差別の解消の推進に関する法律の施行

など、障がい者にかかわる重要な法整備がなされ、障がい者福祉制度は大きく

変化しています。 

 このような背景のもと、障がいの有無に関わらず、市民の誰もが人格と個性

を尊重し、支え合う「共生社会」を推進していくことを基本目標として、障害

福祉サービスの見込み量や提供体制の確保について定めた「第５期障害福祉計

画」を策定し、また、児童福祉法の一部改正を受け、新しく「第１期障害児福

祉計画」を策定いたしました。 

 「第５期障害福祉計画及び第１期障害児福祉計画」を実りあるものにするた

め、市民の皆様並びに関係団体、関係機関の皆様の一層のご理解とご協力を賜

わりますようお願い申し上げます。 

 終わりに、計画策定に当たり、アンケート調査、ヒアリング調査等にご協力

をいただきました市民の皆様をはじめ、貴重なご意見、ご提言をいただきまし

た「今治市障害者施策推進協議会」の委員の皆様、障がい者団体や関係機関等、

計画策定にご尽力とご協力を賜わりました皆様に心から厚くお礼申し上げま

す。 

 

 平成 30年３月 

今治市長   菅 良二 
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第 1 節 計画策定にあたって 

 

障がいに関する計画として平成 27年 3月に策定した「今治市障害者計画・第 4期

今治市障害福祉計画」は、「障害者基本法」第 11条第３項に基づく、障がい者施策

全般にわたる推進の方向性と具体的な方策を示す中長期的な計画である「今治市障

害者計画」と、「障害者総合支援法」第 88条に基づく、障害福祉サービスの必要量

及び必要量確保のための方策等を定める計画である「第４期今治市障害福祉計画」

の 2つの計画で構成されています。 

今回、第４期障害福祉計画の計画期間が満了するため、国の基本指針の改正を受

けて「今治市障害者計画・第 4期今治市障害福祉計画」の「第 4期今治市障害福祉

計画」部分を改訂いたします。これは、サービス等の必要量の見込み、提供体制を

確保するための計画であり、障害者計画で定められた障がい福祉施策の計画基本理

念、基本目標についてはこれを引き継ぎます。 

また、平成 30 年 4 月 1 日施行の児童福祉法の一部改正により、市町村において

障害児通所支援や障害児相談支援の量の見込み、提供体制の確保に係る目標に関す

る事項などを示した障害児福祉計画を定めることとされたため、新たに「第 1期今

治市障害児福祉計画」を合わせて策定いたします。 

なお、社会情勢の変化等が生じた場合、必要に応じて計画の見直しを行います。 

 

 

 

 

 

 

 
平成 

24年度 

平成 

25 年度 

平成 

26 年度 

平成 

27 年度 

平成 

28 年度 

平成 

29 年度 

平成 

30 年度 

平成 

31 年度 

(2019 年度） 

平成 

32 年度

(2020 年度） 

          
今治市障害者計画 

 

. 

第 5 期障害福祉計画  

第 1 期障害児福祉計画 

(今回) 

 

第 4 期障害福祉計画 

第３期障害福祉計画 

今治市障害者計画 

次期 



2 

 

第 2 節 計画の策定体制 

（１）今治市障害者施策推進協議会 

学識経験者、社会福祉関係団体等の代表者及び関係行政機関の職員等で構成する「今治市

障害者施策推進協議会」において計画内容を審議し、計画を策定しています。 

 

（２）ヒアリング調査  

これまでの本市の施策や今後の課題等に関する意見を把握するため、障がい者団体等を対

象としたヒアリング調査を実施しました。 

 

（３）アンケート調査 

愛媛県が実施した障がい福祉に関するアンケート調査データの提供を受け、その結果を反

映しています。 
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第 3 節 障がいのある人の状況と人口の推移 

（１）身体障害者手帳所持者の状況 

 身体障害者手帳所持者数の推移をみると、所持者数の合計は平成 24年をピークに減少傾向

にあります。障がい別では、肢体不自由の割合が半数程度と高くなっています。 

 
 
 

単位：人 

○平成 18年 １級 ２級 ３級 ４級 ５級 ６級 計 

視覚障害 245 240 54 52 76 57 724 

聴覚・平衡機能障害 65 216 100 100 4 176 661 

音声･言語･そしゃく機能障害 4 3 46 33 0 0 86 

肢体不自由 983 1,139 607 855 384 168 4,136 

内部障害 1,553 24 381 379 0 0 2,337 

計 2,850 1,622 1,188 1,419 464 401 7,944 

○平成 19年 １級 ２級 ３級 ４級 ５級 ６級 計 

視覚障害 245 249 53 52 68 57 724 

聴覚・平衡機能障害 66 213 105 104 4 178 670 

音声･言語･そしゃく機能障害 6 5 42 33 0 0 86 

肢体不自由 979 1,177 625 903 377 173 4,234 

内部障害 1,600 22 393 394 0 0 2,409 

計 2,896 1,666 1,218 1,486 449 408 8,123 

○平成 20年 １級 ２級 ３級 ４級 ５級 ６級 計 

視覚障害 250  248  52  50  66  53  719 

聴覚・平衡機能障害 65  202  100  102  4  176  649 

音声･言語･そしゃく機能障害 7 3 43 32 0 0 85 

肢体不自由 986  1,199  627  936  378  180  4,306 

内部障害 1,628  24  383  417  0  0  2,452 

計 2,936 1,676 1,205 1,537 448 409 8,211 

○平成 21年 １級 ２級 ３級 ４級 ５級 ６級 計 

視覚障害 253  256  50  48  66  48  721 

聴覚・平衡機能障害 62  202  100  99  4  179  646 

音声･言語･そしゃく機能障害 7 3 43 32 0 0 85 

肢体不自由 974  1,194  663  967  381  177  4,356 

内部障害 1,680  28  380  448  0  0  2,536 

計 2,976 1,683 1,236 1,594 451 404 8,344 
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○平成 22年 １級 ２級 ３級 ４級 ５級 ６級 計 

視覚障害 255  254  47  45  65  51  717 

聴覚・平衡機能障害 62  205  96  102  4  174  643 

音声･言語･そしゃく機能障害 6 3 48 32 0 0 89 

肢体不自由 970  1,205  688  1,032  386  180  4,461 

内部障害 1,703  29  352  468  0  0  2,552 

計 2,996 1,696 1,231 1,679 455 405 8,462 

○平成 23年 １級 ２級 ３級 ４級 ５級 ６級 計 

視覚障害 254  242  41  39  61  48  685 

聴覚・平衡機能障害 62  199  92  99  3  177  632 

音声･言語･そしゃく機能障害 6  3  49  31  0  0  89 

肢体不自由 947  1,188  719  1,058  365  182  4,459 

内部障害 1,737  30  334  480  0  0  2,581 

計 3,006 1,662 1,235 1,707 429 407 8,446 

○平成 24年 １級 ２級 ３級 ４級 ５級 ６級 計 

視覚障害 243 230 38 36 60 44 651 

聴覚・平衡機能障害 61 193 88 100 6 194 642 

音声･言語･そしゃく機能障害 8 4 40 30 0 0 82 

肢体不自由 938 1,212 724 1083 358 180 4,495 

内部障害 1,767 27 325 477 0 0 2,596 

計 3,017 1,666 1,215 1,726 424 418 8,466 

○平成 25年 １級 ２級 ３級 ４級 ５級 ６級 計 

視覚障害 238 223 35 35 54 41 626 

聴覚・平衡機能障害 53 191 85 102 7 210 648 

音声･言語･そしゃく機能障害 6 4 35 33 0 0 78 

肢体不自由 910 1,189 743 1,108 343 175 4,468 

内部障害 1,814 22 307 450 0 0 2,593 

計 3,021 1,629 1,205 1,728 404 426 8,413 

○平成 26年 １級 ２級 ３級 ４級 ５級 ６級 計 

視覚障害 235 226 32 33 61 41 628 

聴覚・平衡機能障害 48 183 92 98 6 217 644 

音声･言語･そしゃく機能障害 6 3 34 33 0 0 76 

肢体不自由 859 1,169 775 1,147 337 171 4,458 

内部障害 1,824 23 298 452 0 0 2,597 

計 2,972 1,604 1,231 1,763 404 429 8,403 
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○平成 27年 １級 ２級 ３級 ４級 ５級 ６級 計 

視覚障害 221 228 30 32 52 39 602 

聴覚・平衡機能障害 45 184 91 98 7 216 641 

音声･言語･そしゃく機能障害 6 3 30 32 0 0 71 

肢体不自由 838 1,129 757 1,116 329 174 4,343 

内部障害 1,825 21 278 446 0 0 2,570 

計 2,935 1,565 1,186 1,724 388 429 8,227 

○平成 28年 １級 ２級 ３級 ４級 ５級 ６級 計 

視覚障害 219 228 29 28 50 34 588 

聴覚・平衡機能障害 44 176 91 100 7 227 645 

音声･言語･そしゃく機能障害 7 3 28 34 0 0 72 

肢体不自由 802 1,124 711 1,087 325 175 4,224 

内部障害 1,843 24 274 445 0 0 2,586 

計 2,915 1,555 1,133 1,694 382 436 8,115 

○平成 29年 １級 ２級 ３級 ４級 ５級 ６級 計 

視覚障害 209 222 29 30 52 29 571 

聴覚・平衡機能障害 42 172 87 98 9 238 646 

音声･言語･そしゃく機能障害 7 3 27 34 0 0 71 

肢体不自由 769 1,084 687 1,039 314 175 4,068 

内部障害 1,834 24 255 439 0 0 2,552 

計 2,861 1,505 1,085 1,640 375 442 7,908 

         

  【資料】今治市障がい福祉課（各年３月 31日） 
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（２）療育手帳所持者の状況 

 療育手帳所持者数の推移をみると、平成 18年以降増加傾向にあります。 

                                                     単位：人 

○平成 18年 Ａ Ｂ 計 

18 歳未満 113 137 250 

18 歳以上 465 373 838 

計 578 510 1,088 

○平成 19年 Ａ Ｂ 計 

18 歳未満 127 142 269 

18 歳以上 480 387 867 

計 607 529 1,136 

○平成 20年 Ａ Ｂ 計 

18 歳未満 126  153  279 

18 歳以上 496  395  891 

計 622 548 1,170 

○平成 21年 Ａ Ｂ 計 

18 歳未満 125  161  286 

18 歳以上 510  409  919 

計 635 570 1,205 

○平成 22年 Ａ Ｂ 計 

18 歳未満 119  171  290 

18 歳以上 521  424  945 

計 640 595 1,235 

○平成 23年 Ａ Ｂ 計 

18 歳未満 120 184 304 

18 歳以上 527 435 962 

計 647 619 1,266 

○平成 24年 Ａ Ｂ 計 

18 歳未満 119 202 321 

18 歳以上 527 447 974 

計 646 649 1,295 

○平成 25年 Ａ Ｂ 計 

18 歳未満 125 186 311 

18 歳以上 527 448 975 

計 652 634 1,286 
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○平成 26年 Ａ Ｂ 計 

18 歳未満 119 209 328 

18 歳以上 534 475 1,009 

計 653 684 1,337 

○平成 27年 Ａ Ｂ 計 

18 歳未満 117 212 329 

18 歳以上 538 472 1,010 

計 655 684 1,339 

○平成 28年 Ａ Ｂ 計 

18 歳未満 115 221 336 

18 歳以上 510 488 998 

計 625 709 1,334 

○平成 29年 Ａ Ｂ 計 

18 歳未満 112 240 352 

18 歳以上 514 504 1,018 

計 626 744 1,370 

 

注 療育手帳の区分は、Ａ最重度、Ａ重度、Ａ中度、Ｂ中度、Ｂ軽度の５段階に区分されます。 

  

【資料】今治市障がい福祉課（各年３月 31日） 
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（３）精神障害者手帳所持者の状況 

 精神障害者保健福祉手帳所持者数の推移をみると、毎年増加しており、平成 28年度に 1,000

人を超え平成 29年には 1,117人となっています。 

 

                                                              単位：人 

 １級 ２級 ３級 計 

○平成 18年 73 502 102 677 

○平成 19年 64 503 90 657 

○平成 20年 63 508 92 663 

○平成 21年 95 574 79 748 

○平成 22年 113 604 79 796 

○平成 23年 105 656 72 833 

○平成 24年 108 689 73 870 

○平成 25年 108 756 76 940 

○平成 26年 89 775 109 973 

○平成 27年 89 781 122 992 

○平成 28年 90 822 155 1,067 

○平成 29年 93 857 167 1,117 

 

 

  

  

【資料】今治市障がい福祉課（各年３月 31日） 
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（４）手帳所持者数の推移 

手帳所持者数全体で見ると、平成 26年をピークに減少しています。療育手帳と精神障害

者手帳の所持者数の伸びよりも身体障害者手帳の所持者数の減少数が上回っています。 

 

                                                                 単位：人 

  

H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29

身体障害者手帳 7,944 8,123 8,211 8,344 8,462 8,446 8,466 8,413 8,403 8,227 8,115 7,908

療育手帳 1,088 1,136 1,170 1,205 1,235 1,266 1,295 1,286 1,337 1,339 1,334 1,370

精神障害者

保健福祉手帳
677 657 663 748 796 833 870 940 973 992 1,067 1,117

合計 9,709 9,916 10,044 10,297 10,493 10,545 10,631 10,639 10,713 10,558 10,516 10,395

0

2,000

4,000

6,000

8,000
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（５）住民基本台帳人口の状況 

人口の状況を見ると、平成 25年を除き減少傾向にあります。人口における手帳所持者率は、

平成 26 年までは増加傾向にありましたが、平成 26 年以降は 6.4％程度が続いています。人

口に対する手帳所持者の割合は近年あまり変化しておらず、（4）手帳所持者数の推移で見ら

れる手帳所持者数の減少は人口の減少に伴うものであると考えられます。 

 

 

 

       

年 世帯数 

人        口 

人口増加数 

人口に対する

手帳所持者率 

（％） 
総 数（人） 男 （人） 女 （人） 

平成 18 年 72,391 176,522 82,601 93,921 △ 1,500 5.50  

平成 19 年 72,673 175,329 82,023 93,306 △ 1,193 5.66  

平成 20 年 72,921 173,941 81,417 92,524 △ 1,388 5.77  

平成 21 年 73,196 172,793 80,977 91,816 △ 1,148 5.96  

平成 22 年 73,469 171,627 80,566 91,061 △ 1,166 6.11  

平成 23 年 73,535  170,048  79,930  90,118  △ 1,579 6.20  

平成 24 年 73,760  168,496  79,213  89,283  △ 1,552 6.31  

平成 25 年 75,196  168,536  79,380  89,156  40 6.31  

平成 26 年 75,188  166,656  78,565  88,091  △ 1,880 6.43  

平成 27 年 75,359  165,286  78,062  87,224  △ 1,370 6.39  

平成 28 年 76,057  164,322  77,936  86,386  △ 964 6.40  

平成 29 年 76,206  162,835  77,285  85,550  △ 1,487 6.38  

       

 

      

資料：市民課  各年３月 31日現在         

   住民基本台帳人口…平成 25年以降は外国人住民を含む。（法改正による） 
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第 4 節 第 5 期障害福祉計画及び第 1 期障害児福祉計画の基本指針     

 

国においては、障害福祉計画及び障害児福祉計画の策定に向けて、「基本指針」が改訂され

ました。基本指針は、障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律第 87条

第１項並びに児童福祉法第 33 条の 19 の規定に基づき、障害福祉サービス等の提供体制及び

自立支援給付等の円滑な実施を確保することを目的として作成されるもので、この基本指針

に即して市町村、都道府県の障害福祉計画及び障害児福祉計画が策定されます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

障害福祉計画及び障害児福祉計画が目指す目的 

 

◎障がい者・障がい児の地域生活を支援するためのサービス基盤整備等に係る平成 32

年度（2020年度）末の数値目標を設定するとともに、障害福祉サービス、相談支援及

び地域生活支援並びに障害児通所支援、障害児相談支援を提供するための体制の確保

が、計画的に図られるようにすること。 

 

 
  

障害福祉計画及び障害児福祉計画に係る基本指針の主旨 

 

○地域における生活の維持及び継続の推進 

  

○精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築 

 

○就労定着に向けた支援 

 

○地域共生社会の実現に向けた取組 

  

○障害児のサービス提供体制の計画的な構築 

  

○発達障害者支援の一層の充実 
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第 5 節 成果目標 

 

本計画では、障がいのある人の地域生活移行や就労支援に関する目標について、平成32年度

（2020年度）を最終目標年度として設定しています。 

 

（１）福祉施設から地域生活への移行促進（継続） 

国の指針 

○平成 28年度末時点の施設入所者の９％以上を地域生活へ移行 

○施設入所者数を平成 28年度末時点から２％以上削減 

○平成 29 年度末において、第４期障害福祉計画で定めた平成 29 年度ま

での数値目標が達成されないと見込まれる場合は、未達成割合を平成

32 年度(2020年度)末における地域生活に移行する者及び施設入所者の削減

割合の目標値に加えた割合以上を目標値とする。 

今治市の目標 

○施設入所者のグループホーム等への移行を推進するとともに、施設入所

支援を必要とする入所申込者の状況等を勘案し、平成 28 年度末から

２％以上の削減を目標とします。 

 

◆成果目標 

項目 数値 考え方 

平成 28年度末時点の施設入所者（Ａ） 295 人 平成 28年度末時点の入所者数 

【目標】地域生活移行者の増加 
27 人 （Ａ）のうち、平成 32年度(2020年度)まで

に地域生活に移行する人の目標値 9.1％ 

平成 32 年度(2020年度)末時点の施設入所者

（Ｂ） 
289 人 平成 32年度(2020年度)の利用人員見込み 

【目標】施設入所者の削減 
6 人 

差引減少見込み数（Ａ）－（Ｂ） 
2.0％ 

 

（２）精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築（継続） 

国の指針 

○平成 32年度(2020年度)末までに保健・医療・福祉関係者による協議の場を設置 

○平成 32年度(2020年度)末の精神病床における１年以上長期入院患者数の設定 

○平成 32年度(2020年度)末までの精神病床における早期退院率の設定 

今治市の目標 
○平成 32年度(2020年度)末までに保健・医療・福祉関係者による協議ができる体

制を整備することを目標とします。 
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（３）地域生活支援拠点等の整備（継続） 

国の指針 

○障がいのある人の地域生活を支援する機能の集約を行う拠点等を、平

成 32 年度(2020年度)末までに各市町村または各圏域に少なくとも１つを

整備 

今治市の目標 
○基幹相談支援センターを中心として、関係機関が機能を分担する面的

な体制を整備します。 
 

◆成果目標 

項 目 数 値 考え方 

【目標】障がいのある人の地域生活支

援拠点の整備 
1 か所 

障がいのある人の地域生活を支援する拠点（相

談、体験の機会・場、緊急時の受け入れ・対応、

専門性、地域の体制づくり等）を多機関が役割

を分担することで面的に整備します。 

 

（４）福祉施設から一般就労への移行促進（整理・拡充） 

国の指針 

○福祉施設から一般就労への移行者数を、平成 28 年度実績の 1.5 倍以

上とする。 

○就労移行支援事業の利用者数を、平成 28 年度末の利用者から２割以

上増加する。 

○就労移行支援事業所のうち、就労移行率が３割以上の事業所を全体の

５割以上とする。 

○就労定着支援事業による支援を開始した時点から１年後の職場定着

率を８割以上とする。 

今治市の目標 

○福祉施設から一般就労への移行者数 24人（1.5倍）を目標とします。 

○就労移行支援事業の利用者は減少傾向にありますが、平成 28 年度末

の利用者から 1.2倍の 41人の利用を目標とします。 

○就労定着支援事業を実施するとともに、その利用の促進を図ります。 

 

◆成果目標 

項目 数値 考え方 

平成 28年度の一般就労への移行者 16人 平成 28年度の一般就労への移行者数 

【目標】福祉施設から一般就労への移

行者数 
24人 

就労移行支援事業等を通じて平成 32 年

度(2020年度)中に一般就労に移行する人数 

平成 28 年度末時点の就労移行支援事

業の利用者 
34人 

平成 28 年度末時点の就労移行支援事業

の利用者数 

【目標】就労移行支援事業の利用者の

増加 
41人 

就労移行支援事業の平成 32 年度(2020年度)

末における利用者数 
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就労移行支援事業所数 2 か所 平成 29年度の就労移行支援事業所数 

【目標】就労移行支援事業所の就労移

行率の増加 
1 か所 

平成 32 年度(2020年度)末における就労移行

率が３割以上の事業所数 

【目標】就労定着支援事業の利用者の

職場定着率の増加 
８割 

平成 32 年度(2020年度)末における就労定着

支援開始時点から１年後の職場定着率 

 

（５）障害児支援の提供体制の整備（新規） 

国の指針 

○児童発達支援センターを各市町に 1か所以上設置する。 

○保育所等訪問支援を利用できる体制を全市町で構築する。 

○主に重症心身障がい児を支援する児童発達支援事業所、放課後等デイ

サービス事業所を各市町村に 1か所以上設置する。 

○県、各圏域、各市町において医療的ケア児支援のための関係機関の協

議の場を平成 30年度末までに設置する 

今治市の目標 

○児童発達支援センターを 1か所以上設置することを目標とします。 

○保育所等訪問支援を利用できる体制を構築することを目標とします。 

○主に重症心身障がい児を支援する児童発達支援事業所、放課後等デイ

サービス事業所を市内に 1か所以上設置することを目標とします。 

○医療的ケア児支援のための関係機関の協議の場を平成 30 年度末まで

に設置することを目標とします。 

 

◆成果目標 

項 目 数 値 考え方 

【目標】児童発達支援センターの

設置 
２か所 

児童発達支援センターを 2か所確保しま

す。 

【目標】保育所等訪問支援を利用

できる体制の構築 
２か所 

保育所等訪問支援を行う事業所を２か所

確保します。 

【目標】主に重症心身障がい児を

対象とする児童発達支援事業所、

放課後等デイサービス事業所の確

保 

1 か所 

重症心身障がい児を支援する児童発達支

援事業所、放課後等デイサービス事業所

を各 1か所確保します。 

【目標】医療的ケア児支援のため

の関係機関の協議の場の設置 
1 か所 

保健、医療、障害福祉、保育、教育等の関

係機関が連携を図るための協議の場を設

けます。 
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第 6 節 活動指標 

（１）訪問系サービス 

【サービスの概要】 

サービス名 内容 

居宅介護（ホームヘルプ） 自宅で、入浴、排せつ、食事の介護等を行います。 

重度訪問介護 

重度の肢体不自由者又は、重度の知的障がい若しくは精神障

がいにより常に介護を必要とする人に、自宅で、入浴、排せ

つ、食事の介護、外出時における移動支援等を総合的に行い

ます。また、入院時にも一定の支援を行います。 

同行援護 

視覚障がいにより、移動に著しい困難を有する人に、移動に

必要な情報の提供（代筆・代読を含む）、移動の援護、排せつ

及び食事等の外出支援を行います。 

行動援護 
自己判断能力が制限されている人が行動するときに、危険を

回避するために必要な支援や外出支援を行います。 

重度障害者等包括支援 

介護の必要性がとても高い人に、居宅介護等複数の障害福祉

サービスを包括的に行います。（例）通所サービス、訪問系サ

ービス、グループホーム 

【サービス見込み量】 

サービス名 

平 成 

27年度 

（実績） 

平 成 

28年度 

（実績） 

平 成 

29年度 

（見込み） 

平 成 

30年度 

（見込み） 

平 成 

31年度 

(2019年度） 

（見込み） 

平 成 

32年度 

(2020年度) 

（見込み） 

居宅介護 

重度訪問介護 

同行援護 

行動援護 

重度障害者等包括支援  

利用量 

（時間分） 
7,234 7,102 6,912 7,016 7,137 7,269 

対前年度比 

（％） 
108.9 98.1 97.3 101.5 101.7 101.8 

利用人数 

（人/月） 
451 474 444 460 473 486 

対前年度比 

（％） 
110.0 105.0 93.6 103.6 102.8 102.7 

【見込み量の考え方】 

居宅介護をはじめとする各訪問系サービスは、在宅生活を継続するために重要なサービス

です。本市においては、利用者数、利用時間の増加傾向が落ち着いてきています。ヒアリン

グ等の結果から、利用希望は多く、ヘルパー数が増えれば増加傾向が続くと見込んでいます。

そのため、ヘルパー不足を解消するため、労働条件の充実によるヘルパーの増加や事業所の

積極的な参入を促す情報提供を引き続き行い、必要なサービス量の確保を目指します。 
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（２）日中活動系サービス 

【サービスの概要】 

サービス名 内容 

生活介護 
常に介護を必要とする人に、昼間、入浴、排せつ、食事の介護等を
行うとともに、創作的活動または生産活動の機会を提供します。 

自立訓練 

（機能訓練・生活訓練） 

自立した日常生活または社会生活ができるよう、一定期間、身体
機能または生活能力の向上のために必要な訓練を行います。 

就労移行支援 
一般企業等への就労を希望する人に、一定期間、就労に必要な知
識及び能力の向上のために必要な訓練を行います。 

就労継続支援 

（Ａ型＝雇用型・Ｂ型＝非雇用型） 

一般企業等での就労が困難な人に、働く場を提供するとともに、
知識及び能力の向上のために必要な訓練を行います。 

就労定着支援（新） 
就労移行支援等の利用を経て一般就労へ移行した人で、就労に伴
う環境変化により生活面に課題が生じている人に必要な支援を行 
います。 

療養介護 
医療と常時介護を必要とする人に、医療機関で機能訓練、療養上
の管理、看護、介護及び日常生活の世話を行います。 

短期入所 

（福祉型・医療型） 

自宅で介護する人が病気の場合等に、短期間、夜間も含め施設等
で、入浴、排せつ、食事の介護等を行います。 

※（新）は、平成30年度から新設されたサービスです。 

 

【サービス見込み量】 

サービス名 

平 成 

27年度 

（実績） 

平 成 

28年度 

（実績） 

平 成 

29年度 

（見込み） 

平 成 

30年度 

（見込み） 

平 成 

31年度 

(2019年度） 

（見込み） 

平 成 

32年度 

(2020年度) 

（見込み） 

生活介護 

利用量（人日/月） 8,622 8,801 8,279 8,903 9,081 9,262 

対前年度比（％） 102.3 102.0 94.0 107.5 101.9 101.9 

利用人数（人/月） 449 460 461 465 469 473 

対前年度比（％） 102.9 102.4 100.2 100.8 100.8 100.8 

自立訓練 

（機能訓練） 

利用量（人日/月） 76 67 90 90 90 95 

対前年度比（％） 71.6 88.1 134.3 100.0 100.0 105.5 

利用人数（人/月） 7 5 7 7 8 9 

対前年度比（％） 70.0 71.4 140.0 100.0 114.2 112.5 

自立訓練 

（生活訓練） 

利用量（人日/月） 358 303 235 223 223 235 

対前年度比（％） 120.5 84.6 77.5 94.8 100.0 105.3 

利用人数（人/月） 34 27 20 19 20 21 

対前年度比（％） 111.1 79.4 74.0 95.0 105.2 105.0 
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サービス名 

平 成 

27年度 

（実績） 

平 成 

28年度 

（実績） 

平 成 

29年度 

（見込み） 

平 成 

30年度 

（見込み） 

平 成 

31年度 

(2019年度） 

（見込み） 

平 成 

32年度 

(2020年度) 

（見込み） 

就労移行支援 

利用量（人日/月） 661 606 601 601 647 697 

対前年度比（％） 111.2 91.6 99.1 100.0 107.6 107.7 

利用人数（人/月） 40 35 36 36 39 41 

対前年度比（％） 111.1 87.5 102.8 100.0 108.3 105.1 

就労継続支援 

（A型） 

利用量（人日/月） 2,332 2,388 2,533 2,583 2,620 2,640 

対前年度比（％） 97.5 102.4 106.0 101.9 101.4 100.7 

利用人数（人/月） 116 120 126 130 131 132 

対前年度比（％） 101.7 103.4 105.0 103.1 100.7 100.7 

就労継続支援 

（B型） 

利用量（人日/月） 4,113 4,654 5,482 5,487 5,533 5,616 

対前年度比（％） 82.3 113.2 117.7 100.0 100.8 101.5 

利用人数（人/月） 250 328 341 354 357 360 

対前年度比（％） 123.1 131.2 103.9 103.8 100.8 100.8 

就労定着支援 
利用量（人/月） － － － 8 10 20 

対前年度比（％） － － － 皆増 125.0 200.0 

療養介護 
利用量（人/月） 32 33 33 33 33 33 

対前年度比（％） 96.8 103.1 100.0 100.0 100.0 100.0 

短期入所 

（福祉型） 

利用量（人日/月） 80 105 121 128 134 140 

対前年度比（％） 58.8 131.2 115.2 105.7 104.6 104.4 

利用人数（人/月） 10 14 16 16 16 16 

対前年度比（％） 66.6 140.0 114.2 100.0 1000 100.0 

短期入所 

（医療型） 

利用量（人日/月） 14 14 20 20 25 25 

対前年度比（％） 85.7 100.0 142.8 100.0 125.0 100.0 

利用人数（人/月） 3 2 4 4 5 5 

対前年度比（％） 100.0 66.6 200.0 100.0 125.0 100.0 

 

【見込み量の考え方】 

生活介護等の日中活動系サービスは、障がいのある人の日中活動の場として重要な事業と

なっています。今後も必要量を確保するため事業所との連携を強めていきます。 

あわせて、市や市関連事業における作業所製品の販売や啓発を行うとともに、就労の場の

確保等の就労支援事業にも引き続き取り組みます。 
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■各事業の見込み量の考え方 

生活介護 

利用者の増加が年々見込まれるため、必要量を見込んでいます。 

自立訓練（機能訓練・生活訓練） 

自立訓練については、機能訓練、生活訓練とも制度上、利用期間が限定されていることか

ら、増加傾向を踏まえながら必要性を考え、この見込み量としています。 

就労移行支援 

利用者数、利用時間とも増加傾向ではありませんが、平成 32 年度(2020年度)末における成果

目標を踏まえ、また一般就労へ向けての必要性を考え、この見込み量としています。 

就労継続支援（Ａ型・Ｂ型） 

Ａ型事業・Ｂ型事業ともに年々利用者も、サービス提供事業所も増加していますが、今後

は、就労定着支援の開始もあり、一般就労移行者の増加が見込まれることから、増加率は落

ち着いていくと見込み、必要量を計画しています。 

就労定着支援 

新設のサービスですが、福祉就労から一般就労への移行を推進し、雇用後の職場定着の支

援を行なうもので今後利用者が徐々に増加していくと考え、必要量を見込んでいます。 

療養介護 

対象となる医療が必要な重度の心身障がいのある人・子どもはほぼ一定で推移しているこ

とから、必要量を見込んでいます。 

短期入所（ショートステイ） 

施設入所支援を提供する３事業所に併設されていますが、緊急時の利用は、職員の配置状

況や利用者の性別等その時の施設の状況によっては難しいことがあります。真に必要なとき

に利用できるよう事業所とも協議を重ね、必要量の確保に努めていきます。 
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（３）居住系サービス 
 

【サービスの概要】 

サービス名 内容 

自立生活援助（新） 
施設やグループホーム等を利用していた人で、一人暮らしを希
望する人に定期的な巡回訪問や随時の対応を行います。 

共同生活援助 

（グループホ－ム） 

夜間や休日、共同生活を行う住居で、相談、入浴、排せつ、食事

の介護や日常生活上の援助を行います。 

施設入所支援 
障害者支援施設に入所している人に、夜間や休日、入浴、排せ

つ、食事の介護等を行います。 

 

【サービス見込み量】 

サービス名 

平 成 

27年度 

（実績） 

平 成 

28年度 

（実績） 

平 成 

29年度 

（見込み） 

平 成 

30年度 

（見込み） 

平 成 

31年度 

(2019年度） 

（見込み） 

平 成 

32年度 

(2020年度) 

（見込み） 

自立生活援助 
利用人数（人分） － － － 5 7 10 

対前年度比（％） － － － 皆増 140.0 142.8 

共同生活援助 

（グループホーム） 

利用人数（人分） 132 131 128 130 132 134 

対前年度比（％） 105.3 99.2 97.7 101.5 101.5 101.5 

施設入所支援 
利用人数（人分） 299 294 293 292 291 289 

対前年度比（％） 97.6 98.3 99.6 99.6 99.6 99.3 

 

【見込み量の考え方】 

自立生活援助 

新設のサービスですが、施設やグループホームから１人暮らしを希望する人が徐々に増え

ていくと考え、必要量を見込んでいます。 

共同生活援助（グループホーム） 

グループホームは、地域生活への移行を目指す中において重要な居住拠点であるため、障

がいのある人やその保護者等から大きなニーズがあり、今後も一定の伸びが考えられます。

潜在的なものも含め、そのニーズに対応するため、社会福祉法人等関係機関と連携を図り、

施設の確保に努めます。 

施設入所支援 

施設入所について、多様な生活を選択することができるように、関係機関と連携を図り、

提供体制の確保に努めます。平成 32 年度(2020年度)末における成果目標を踏まえての見込みと

しています。 

 



20 

 

（４）相談支援 

【サービスの概要】 

サービス名 内容 

計画相談支援 

障がいのある人の課題の解決や適切なサービス利用のため、

サービス等利用計画の作成を行います。また、一定期間ごと

に計画内容の見直しも行います。 

地域移行支援 

障害者支援施設等に入所している、または精神科病院に入院

している障がいのある人に、地域移行支援計画の作成、相談

による不安解消、外出時の同行支援、住居確保、関係機関と

の調整等を行います。 

地域定着支援 

居宅において単身で生活している障がいのある人等を対象

に、常時の連絡体制を確保し、緊急時には必要な支援を行い

ます。 

 

【サービス見込み量】 

サービス名 

平 成 

27年度 

（実績） 

平 成 

28年度 

（実績） 

平 成 

29年度 

（見込み） 

平 成 

30年度 

（見込み） 

平 成 

31年度 

(2019年度） 

（見込み） 

平 成 

32年度 

(2020年度) 

（見込み） 

計画相談支援 
利用人数（人分） 175 173 182 183 185 187 

対前年度比（％） 142.2 98.8 105.2 100.5 101.0 101.0 

地域移行支援 
利用人数（人分） 1 1 0 3 5 10 

対前年度比（％） 100.0 100.0 0 皆増 166.6 200.0 

地域定着支援 
利用人数（人分） － － － 1 2 5 

対前年度比（％） － － － 皆増 200.0 250.0 

 

【見込み量の考え方】 

平成 27 年度から障害福祉サービスを利用するすべての人に計画相談支援を行なうことと

なったため、引き続き今後もサービス利用計画の作成を促進するとともに、相談支援事業者

数の確保に努め、計画相談体制の充実を目指します。 

また、施設入所及び精神科病院に入院している人を地域移行するための相談支援や一人暮

らしに移行した人への相談支援について、必要量を見込んでいます。 
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（５）地域生活支援事業 

[必須事業] 
①理解促進研修・啓発事業 

【サービスの概要】 

サービス名 内容 

理解促進研修・啓発事業 
地域の住民に対して、障がいのある人に対する理解を深める

ための研修会やイベントの開催、啓発活動等を行います。 

 

【サービス見込み量】 

サービス名 

平 成 

27年度 

（実績） 

平 成 

28年度 

（実績） 

平 成 

29年度 

（見込み） 

平 成 

30年度 

（見込み） 

平 成 

31年度 

(2019年度） 

（見込み） 

平 成 

32年度 

(2020年度) 

（見込み） 

理解促進研修・啓発事業 
実施の 

有無 
実施 実施 実施 実施 実施 実施 

 

【見込み量の考え方】 

現在も関連事業にて実施していますが、関係機関と連携し、今後も引き続き実施します。 

 

②自発的活動支援事業 

【サービスの概要】 

サービス名 内容 

自発的活動支援事業 

障がいのある人やその家族等が自立した日常生活及び社会生

活を営むことができるよう自発的な取組を支援します。地域

住民等が地域において自発的に行う活動（ピアサポート、災

害対策、孤立防止活動、ボランティア活動等）を支援します。 

 

【サービス見込み量】 

サービス名 

平 成 

27年度 

（実績） 

平 成 

28年度 

（実績） 

平 成 

29年度 

（見込み） 

平 成 

30年度 

（見込み） 

平 成 

31年度 

(2019年度） 

（見込み） 

平 成 

32年度 

(2020年度) 

（見込み） 

自発的活動支援事業 
実施の 

有無 
実施 実施 実施 実施 実施 実施 

 

【見込み量の考え方】 

現在も関連事業にて実施していますが、関係機関と連携し、今後も引き続き実施します。 
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③相談支援事業 

【サービスの概要】 

サービス名 内容 

障害者相談支援事業 

障がいのある人やその保護者、介護者等からの相談に応じ、

必要な情報の提供や権利擁護のための援助を行うとともに、

福祉施設や病院から地域への移行支援や地域における生活を

支援します。 

地域自立支援協議会 

地域の障害福祉にかかわるシステムづくりや、身近な地域の

相談支援事業者では対応できない個別事例への対応等、地域

の相談支援の中核的な役割を担います。 

基幹相談支援センター等 

機能強化事業 

相談支援事業が適正かつ円滑に実施されるよう、一般的な相

談支援事業に加え、特に必要と認められる能力を有する専門

的職員を基幹相談支援センター等に配置することや、基幹相

談支援センター等が地域における相談支援事業者等に対する

専門的な指導・助言、情報収集・提供、人材育成の支援、地

域移行に向けた取組等を実施することにより、相談支援機能

の強化を図ります。 

 

【サービス見込み量】 

サービス名 

平 成 

27年度 

（実績） 

平 成 

28年度 

（実績） 

平 成 

29年度 

（見込み） 

平 成 

30年度 

（見込み） 

平 成 

31年度 

(2019年度） 

（見込み） 

平 成 

32年度 

(2020年度) 

（見込み） 

障害者相談支援事業 実施か所／年 3 3 3 3 3 3 

地域自立支援協議会 設置の有無 実施 実施 実施 実施 実施 実施 

基幹相談支援センター等 

機能強化事業 
実施の有無 実施 実施 実施 実施 実施 実施 

 

【見込み量の考え方】 

相談支援事業は関連機関と連携し、今後も継続して実施します。障がいのある人や介護者

からの相談に応じ、必要な情報提供や助言、その他のサービスの利用支援や関係機関との調

整等必要な支援を行います。 
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④成年後見制度利用支援事業 

【サービスの概要】 

サービス名 内容 

成年後見制度利用支援事業 

成年後見制度の利用に要する費用の補助を行い、知的障が

いのある人、または、精神障がいのある人の権利擁護を図り

ます。 

 

【サービス見込み量】 

サービス名 

平 成 

27年度 

（実績） 

平 成 

28年度 

（実績） 

平 成 

29年度 

（見込み） 

平 成 

30年度 

（見込み） 

平 成 

31年度 

(2019年度） 

（見込み） 

平 成 

32年度 

(2020年度) 

（見込み） 

成年後見制度利用支援事業 件/年 0 1 2 3 5 7 

 

【見込み量の考え方】 

成年後見制度利用支援事業は今後も継続して実施するため、実績を踏まえた見込みとして

います。制度については、相談支援事業所等の関係機関と連携するとともに、広報誌や市ホ

ームページ等を活用し、成年後見制度の利用支援の普及啓発に努めます。 
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⑤意思疎通支援事業 

【サービスの概要】 

サービス名 内容 

手話通訳者・要約筆記者 

派遣事業 

聴覚や音声・言語機能に障がいのある人、または聴覚や音声・

言語機能に障がいのある人とコミュニケーションをとる必要

のある人に対して、手話通訳者や要約筆記者を派遣します。 

手話通訳者設置事業 
聴覚や音声・言語機能に障がいのある人とのコミュニケーシ

ョンをとるため、手話通訳者を市の窓口に設置します。 

医療的ケア児入院時コミュ

ニケーション支援事業 

人工呼吸器を装着している等、日常生活を営むために医療を

要する状態にある障がい児が医療機関に入院した時に、日常

介護を行なっている者が感染症等で付き添えない場合、支援

員を派遣し医療機関従事者との意思疎通のための支援を行な

います。 

 

【サービス見込み量】 

サービス名 

平 成 

27年度 

（実績） 

平 成 

28年度 

（実績） 

平 成 

29年度 

（見込み） 

平 成 

30年度 

（見込み） 

平 成 

31年度 

(2019年度） 

（見込み） 

平 成 

32年度 

(2020年度) 

（見込み） 

手話通訳者派遣事業 
人/年 38 37 35 36 38 39 

対前年度比（％） 102.7 97.3 94.5 102.8 105.5 102.6 

要約筆記者派遣事業 
人/年 13 10 15 14 15 16 

対前年度比（％） 92.9 76.9 150.0 93.3 107.1 106.6 

手話通訳者設置事業 
人/年 1 1 1 1 1 1 

対前年度比（％） 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 

医療的ケア児入院時 

コミュニケーション支援事業（新）  

人/年 － － － 3 3 3 

対前年度比（％） － － － 皆増 100.0 100.0 

 

【見込み量の考え方】 

意思疎通支援事業は今後も継続して実施するため、実績を踏まえた見込みとしています。

派遣事業においては、関係機関と連携し事業を推進します。また、設置事業においては、現

体制を維持し、聴覚に障がいのある人等とのコミュニケーション、意思疎通の円滑化を図り

ます。 
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⑥日常生活用具給付等事業 

【サービスの概要】 

サービス名 内容 

日常生活用具給付等事業 
障がいのある人に、日常生活上の便宜を図るための用具を給付

します。 

 

介護・訓練支援用具 特殊寝台、特殊マット、訓練いす、訓練用ベッド等 

自立生活支援用具 入浴補助用具、頭部保護帽、移動・移乗支援用具等 

在宅療養等支援用具 
ネブライザー（吸入器）、透析液加温器、電気式たん吸引器、盲

人用音声式体温計等 

情報・意思疎通支援用具 
視覚障害者用ポータブルレコーダ、盲人用時計、歩行時間延長

信号機用小型送信機、情報・通信支援用具等 

排せつ管理支援用具 ストマ用装具、収尿器、紙おむつ等 

居宅生活動作補助用具 

（住宅改修費） 

障がいのある人の移動等を円滑にする用具で、設置に小規模な

住宅改修をともなうもの 

 

【サービス見込み量】 

サービス名 

平 成 

27年度 

（実績） 

平 成 

28年度 

（実績） 

平 成 

29年度 

（見込み） 

平 成 

30年度 

（見込み） 

平 成 

31年度 

(2019年度） 

（見込み） 

平 成 

32年度 

(2020年度) 

（見込み） 

介護・訓練支援用具 
件/年 3 11 9 10 11 12 

対前年度比（％） 50.0 366.6 81.8 111.1 110.0 109.0 

自立生活支援用具 
件/年 30 20 20 22 24 26 

対前年度比（％） 96.8 66.6 100.0 110.0 109.0 108.3 

在宅療養等支援用具 
件/年 33 24 22 24 26 28 

対前年度比（％） 80.5 72.7 91.6 109.0 108.3 107.6 

情報・意思疎通支援用具 
件/年 67 62 60 61 62 63 

対前年度比（％） 90.5 92.5 96.7 101.6 101.6 101.6 

排せつ管理支援用具 
件/年 4,490 4,490 4,490 4,494 4,497 4,500 

対前年度比（％） 100.6 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 

居宅生活動作補助用具

（住宅改修費） 

件/年 3 7 2 3 4 5 

対前年度比（％） 75.0 233.3 28.5 150.0 133.3 125.0 

 

【見込み量の考え方】 

日常生活用具給付等事業は今後も継続して実施するため、実績を踏まえた見込みとしてい

ます。用具給付においては、障がいの特性に合わせた適切な用具の給付を行います。また、

関係機関と連携し用具の新たな技術開発等の動向をみながら、必要な品目の導入を検討しま

す。 
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⑦手話奉仕員・要約筆記奉仕員養成研修事業 

【サービスの概要】 

サービス名 内容 

手話奉仕員・要約筆記奉仕

員養成研修事業 

聴覚障がいのある人等との交流活動の促進、広報活動等の支

援者として期待される日常会話程度の手話表現技術を習得し

た手話奉仕員や要約筆記奉仕員の養成研修を行います。 

 

【サービス見込み量】 

サービス名 

平 成 

27年度 

（実績） 

平 成 

28年度 

（実績） 

平 成 

29年度 

（見込み） 

平 成 

30年度 

（見込み） 

平 成 

31年度 

(2019年度） 

（見込み） 

平 成 

32年度 

(2020年度) 

（見込み） 

手話奉仕員・ 

要約筆記奉仕員 

養成研修事業 

実施か所/年 1 1 1 1 1 1 

対前年度比（％） 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 

修了者数/年 44 42 34 35 36 37 

対前年度比（％） 102.3 95.4 80.9 102.9 102.8 102.7 

 

【見込み量の考え方】 

関係機関と連携し、今後も継続して手話奉仕員及び要約筆記奉仕員の養成事業を実施しま

す。 
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⑧移動支援事業 

【サービスの概要】 

サービス名 内容 

移動支援事業 
屋外での移動が困難な障がいのある人に、外出のための支援

を行います。 

 

【サービス見込み量】 

サービス名 

平 成 

27年度 

（実績） 

平 成 

28年度 

（実績） 

平 成 

29年度 

（見込み） 

平 成 

30年度 

（見込み） 

平 成 

31年度 

(2019年度） 

（見込み） 

平 成 

32年度 

(2020年度) 

（見込み） 

移動支援事業 

人/年 64 76 75 77 79 81 

対前年度比（％）  120.8 118.7 98.6 102.6 102.5 102.5 

時間/年 6,868 9,797 10,001 10,200 10,400 10,600 

対前年度比（％）  149.1 142.6 102.0 101.9 101.9 101.9 

 

【見込み量の考え方】 

移動支援事業は今後も継続して実施するため、実績を踏まえつつ、利用者の障がいの重度

化や介助者の高齢化等を勘案した見込みとしています。事業実施においては、障がいの特性

や年齢等に合わせた適切なサービスが提供できるよう、サービス提供事業者等の関係機関と

連携し、サービスの提供確保に努めます。 
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⑨地域活動支援センター事業 

【サービスの概要】 

サービス名 内容 

地 域 活 動 支 援 セ ン タ ー の

基礎的事業 

障がいのある人に、創作的活動または生産活動の機会

を提供したり、社会との交流の促進等を行います。 

地 域 活 動 支 援 セ ン タ ー の

機能強化事業 

Ⅰ型 

基礎的事業のほか、専門職員を配置し医療・

福祉及び地域の社会基盤との連携強化のた

めの調整、地域住民ボランティア育成、障が

いに対する理解促進のための普及啓発事業

を実施します。 

Ⅱ型 

基礎的事業のほか、地域において雇用・就労

が困難な在宅の障がいのある人に対し、機

能訓練、社会適応訓練等のサービスを実施

します。 

Ⅲ型 

小規模作業所としての運営年数がおおむね

５年以上で、実利用人員が 10人以上の地域

の障がい者団体等が実施する通所による事

業です。 

 

【サービス見込み量】 

サービス名 

平 成 

27年度 

（実績） 

平 成 

28年度 

（実績） 

平 成 

29年度 

（見込み） 

平 成 

30年度 

（見込み） 

平 成 

31年度 

(2019年度） 

（見込み） 

平 成 

32年度 

(2020年度) 

（見込み） 

地域活動支援センター事業 

実施か所/年 7 7 6 6 7 7 

対前年度比（％） 100.0 100.0 85.7 100.0 116.6 100.0 

人/年 299 250 280 280 300 300 

対前年度比（％） 90.6 83.6 112.0 100.0 107.1 100.0 

 

【見込み量の考え方】 

地域活動支援センターはⅠ型、Ⅱ型、Ⅲ型の３種のサービス類型があります。Ⅰ型は１か

所、Ⅱ型も１か所、Ⅲ型は４か所の事業所がそれぞれのサービスを提供しています。 

地域活動支援センターの積極的な役割を活かしていけるよう、事業者への支援を行い、サ

ービスの提供確保に努めます。 
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[任意事業] 

⑩訪問入浴サービス事業 

【サービスの概要】 

サービス名 内容 

訪問入浴サービス事業 
重度の身体障がいのある人で、在宅で介護を受ける人に、事

業者を派遣し、訪問入浴サービスを行います。 

 

【サービス見込み量】 

サービス名 

平 成 

27年度 

（実績） 

平 成 

28年度 

（実績） 

平 成 

29年度 

（見込み） 

平 成 

30年度 

（見込み） 

平 成 

31年度 

(2019年度） 

（見込み） 

平 成 

32年度 

(2020年度) 

（見込み） 

訪問入浴サービス事業 
利用人数/年 17 17 14 15 16 17 

対前年度比（％） 106.3 100.0 82.3 107.1 106.6 106.2 

 

【見込み量の考え方】 

サービスの質の向上と十分なサービス提供体制を維持して、今後も継続して訪問入浴サー

ビス事業を実施します。 

 

⑪日中一時支援事業 

【サービスの概要】 

サービス名 内容 

日中一時支援事業 

障がいのある人の日中における活動の場を確保し、家族の就

労支援及び日常的に介護を行っている家族の一時的な休息を

図ります。 

 

【サービス見込み量】 

サービス名 

平 成 

27年度 

（実績） 

平 成 

28年度 

（実績） 

平 成 

29年度 

（見込み） 

平 成 

30年度 

（見込み） 

平 成 

31年度 

(2019年度） 

（見込み） 

平 成 

32年度 

(2020年度) 

（見込み） 

日中一時支援事業 

（レスパイトサービス事業）  

利用人数/年 21 27 29 31 35 40 

対前年度比（％） 65.6 128.5 107.4 106.8 112.9 114.2 

 

【見込み量の考え方】 

サービス提供事業者等と連携し、サービス提供体制を維持して、今後も継続して日中一時

支援事業（レスパイトサービス事業）を実施します。 
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⑫スポーツ教室等開催事業 

【サービスの概要】 

サービス名 内容 

スポーツ教室等開催事業 
障がいのある人の体力の維持向上と社会参加を促進すること

により、福祉の増進を図ります。 

 

【サービス見込み量】 

サービス名 

平 成 

27年度 

（実績） 

平 成 

28年度 

（実績） 

平 成 

29年度 

（見込み） 

平 成 

30年度 

（見込み） 

平 成 

31年度 

(2019年度） 

（見込み） 

平 成 

32年度 

(2020年度) 

（見込み） 

スポーツ教室等開催事

業 

実施か所/年 1 1 1 1 1 1 

対前年度比（％） 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 

 

【見込み量の考え方】 

事業実施の拠点である今治市障害者文化体育施設（サン・アビリティーズ今治）を中心に、

今後も継続して実施します。 

 

⑬芸術・文化講座開催等事業 

【サービスの概要】 

サービス名 内容 

芸術・文化講座開催等事業 
障がいのある人の文化・芸術活動を振興するため、障がいの

ある人の作品展等の場を設けます。 

 

【サービス見込み量】 

サービス名 

平 成 

27年度 

（実績） 

平 成 

28年度 

（実績） 

平 成 

29年度 

（見込み） 

平 成 

30年度 

（見込み） 

平 成 

31年度 

(2019年度） 

（見込み） 

平 成 

32年度 

(2020年度) 

（見込み） 

芸術・文化講座開催等 

事業 

実施か所/年 2 2 2 2 2 2 

対前年度比（％） 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 

 

【見込み量の考え方】 

事業実施の拠点である今治市障害者文化体育施設（サン・アビリティーズ今治）及び今治

市障害者福祉センターのぞみ苑を中心に今後も継続して実施します。 
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⑭点字・声の広報等事業 

【サービスの概要】 

サービス名 内容 

点字・声の広報等事業 

視覚障がいのある人に、音訳等の方法により市及び社会福祉

協議会の広報誌等を定期的に提供することで、視覚に障がい

のある人への情報提供を促進します。 

 

【サービス見込み量】 

サービス名 

平 成 

27年度 

（実績） 

平 成 

28年度 

（実績） 

平 成 

29年度 

（見込み） 

平 成 

30年度 

（見込み） 

平 成 

31年度 

(2019年度） 

（見込み） 

平 成 

32年度 

(2020年度) 

（見込み） 

点字・声の広報等事業 
実施か所/年 1 1 1 1 1 1 

対前年度比（％） 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 

 

【見込み量の考え方】 

ボランティアグループ等関係機関と連携し、今後も継続して市政情報等の伝達に努めます。 

 

⑮自動車運転免許取得費助成事業・自動車改造費助成事業 

【サービスの概要】 

サービス名 内容 

自動車運転免許取得費助成事業 
自動車運転免許の取得に要する費用の一部を助成しま

す。 

自動車改造費助成事業 自動車の改造に要する費用の一部を助成します。 

 

【サービス見込み量】 

サービス名 

平 成 

27年度 

（実績） 

平 成 

28年度 

（実績） 

平 成 

29年度 

（見込み） 

平 成 

30年度 

（見込み） 

平 成 

31年度 

(2019年度） 

（見込み） 

平 成 

32年度 

(2020年度) 

（見込み） 

自動車運転免許取得費

助成事業 

人/年 4 3 5 4 4 4 

対前年度比

（％） 
80.0 75.0 166.6 80.0 100.0 100.0 

自動車改造費助成事業  

人/年 4 2 3 4 4 4 

対前年度比

（％） 
133.3 50.0 150.0 133.3 100.0 100.0 

【見込み量の考え方】 

今後も継続して事業を実施し、社会参加の促進を図ります。 
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（６）障がいのある子どもへの支援 

【サービスの概要】 

サービス名 内容 

児童発達支援 

未就学の障がいのある児童に、日常生活における基本的な動

作の指導、知識技能の付与、集団生活の適応訓練等を行いま

す。 

放課後等デイサービス 

就学している障がいのある児童生徒に、放課後や夏休み等の

長期休業中において、生活能力向上のための訓練等を継続的

に実施し、障がいのある児童生徒の放課後等の居場所を提供

します。 

居宅訪問型児童発達支援

（新） 

重度の障がいの状態またはそれに準ずる状態であるため、児

童発達支援、医療型児童発達支援又は放課後等デイサービス

を受けるために外出することが著しく困難な児童生徒に、居

宅を訪問し、日常生活の基本的な動作の指導、知識技能の付

与、生活能力向上のための訓練等を行います。 

保育所等訪問支援 

保育所等を現在利用中の障がいのある児童（今後利用予定も

含む）が、保育所等における集団生活に適応するための専門

的な支援を必要とする場合、その本人及び保育所等のスタッ

フに対し、集団生活に適応するための訓練や支援方法の指導

等の支援を行います。 

障害児相談支援 

障害児支援のサービスを利用する児童に、支給決定または支

給決定の変更前に障害児支援利用計画案を作成するととも

に、一定の期間ごとにサービス等の利用状況のモニタリング

を行います。 

 ※（新）は、平成 30 年度から新設されたサービスです。 
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【サービス見込み量】 

サービス名 

平 成 

27年度 

（実績） 

平 成 

28年度 

（実績） 

平 成 

29年度 

（見込み） 

平 成 

30年度 

（見込み） 

平 成 

31年度 

(2019年度） 

（見込み） 

平 成 

32年度 

(2020年度) 

（見込み） 

児童発達支援 

人日分/月 964 1,069 1,476 2,322 2,377 2,433 

対前年度比（％） 99.1 110.8 138.0 157.3 102.3 102.3 

人/月 158 163 170 187 192 196 

対前年度比（％） 101.3 103.1 104.2 110.0 102.6 102.0 

放課後等デイサービス 

人日分/月 1,383 1,866 2,461 3,091 3,462 3,808 

対前年度比（％） 149.6 134.9 131.8 125.5 112.0 109.9 

人/月 136 165 207 245 274 301 

対前年度比（％） 133.3 121.3 125.4 118.3 111.8 109.8 

居宅訪問型児童発達支援  

人日分/月 － － － 8 12 20 

対前年度比（％） － － － 皆増 150.0 166.6 

人/月 － － － 2 3 5 

対前年度比（％） － － － 皆増 150.0 166.6 

保育所等訪問支援 

人日分/月 0 0 3 10 20 30 

対前年度比（％） － 0 皆増 333.3 200.0 150.0 

人/月 0 0 3 8 10 15 

対前年度比（％） － 0 皆増 266.6 125.0 150.0 

障害児相談支援 
人/月 32 32 35 38 43 49 

対前年度比（％） 200.0 100.0 109.3 108.5 113.1 113.9 

 

 

【見込み量の考え方】  

療育の必要な子どもが増えてきていること、支援を実施している事業所数が増加している

ことから今後も増加傾向が続くと予想されます。子どもの特性に応じた療育支援が行なわれ

るように、発達の課題に応じた療育の場の確保に努めます。また、子どもの発達に不安を抱

える保護者のニーズが高く、今後も利用増が見込まれることから、通所支援や相談支援体制

の充実、あわせてサービスの質の充実に努めます。また、重症心身障がい児を支援する療育

の場について、社会福祉法人等関係機関と連携を図り提供体制の確保に努めます。 
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障害福祉計画の推進体制及び達成状況の点検及び評価について 

 

（１）総合的な取組みの推進 

 

 本計画を着実に進めていくために、本市の関係課をはじめ関係機関などと、計画の

進捗状況や推進方策などを確認しながら、総合的な取組みに努めていきます。 

 

（２）関係計画等との連携 

 

 本計画は国・県の障害福祉関係上位計画のほか、本市の「今治市総合計画」「今治市

地域福祉計画」、「高齢者福祉計画」、「介護保険事業計画」、「子ども・子育て支援事業

計画」など保健福祉行政関係計画との調和のとれたものでなければならないとされて

おり、関係各課と協議、連携して計画の推進を図ります。 

 

（３）地域の各種関係団体、地域自立支援協議会等の連携 

 

 障がいのある人の地域生活の支援や就労支援などを推進するために、地域自立支援

協議会に参加する各種関係機関・団体等が協力して虐待防止や課題研究等に取り組み、

情報の交換や啓発を行うことで地域のネットワークを強化し、計画の推進を図ります。 

 

（４）国・県との連携 

 

 計画の推進にあたって、国・県と連携しながら各種施策を展開していきます。 

 また、障害福祉サービスに携わる人材の確保、養成についても県と連携し、各種研

修会等を利用し、積極的に推進していきます。 

 

（５）計画達成状況の点検及び評価 

 

 今治市障害者施策推進協議会において、障害福祉計画における障害福祉サービス見

込量の達成状況や地域生活支援事業を点検評価するとともに、計画達成方策等につい

て検討を行います。 
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参考資料 

（１）今治市障害者施策推進協議会委員名簿 

 

（敬称略、区分内 50 音順） ◎は会長  〇は職務代理者 

役職 氏名 区分 

今治市社会福祉協議会 常務理事 越智 正規 

学識経験者 

圭泉会菅病院（今治市医師会） 理事長 菅 拓也 

今治市民生児童委員協議会 会長 丹下 甫澄 

今治特別支援学校 教頭 松本 幸恵 

社会福祉法人 で・ふ・か 理事長 ◎ 眞鍋 誠子 

正光会今治病院（今治市医師会） 医師 ○ 山内 美知 

来島家族の会 会長 松浦 恵美子 

障がい者団体 今治市身体障がい者福祉会 事務局長 眞部 昇三 

今治市手をつなぐ育成会 副会長 矢野 信子 

来島会 総合園長 越智 清仁 

障がい福祉事業関係者 ＮＰＯ法人ぽこあぽこ・はぁと 理事長 高橋 亜土 

今治療護園 施設長 平木 修治 

今治公共職業安定所 雇用指導官 伊藤 智子 
行政関係者 

愛媛県東予地方局 今治保健所長 冨田 直明 
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（２）今治市障害者施策推進協議会条例 

 

平成 20年 3月 31日 

条例第 18号 

 

(設置) 

第 1条 障害者基本法(昭和 45年法律第 84号)第 36条第 4項の規定に基づき、今治市障害者

施策推進協議会(以下「協議会」という。)を置く。 

 

(組織) 

第 2条 協議会は、委員 20人以内で組織する。 

 

(委員) 

第 3 条 委員は、学識経験のある者、障害者、障害者の福祉に関する事業に従事する者及び

関係行政機関の職員のうちから、市長が委嘱し、又は任命する。 

2 委員の任期は、2年とする。ただし、補欠の委員の任期は、前任者の残任期間とする。 

3 委員の要件を失った者は、その職を失う。 

 

(会長) 

第 4条 協議会に会長を置く。 

2 会長は、委員の互選により定める。 

3 会長は、協議会を代表し、会務を総理する。 

4 会長に事故があるとき又は会長が欠けたときは、会長があらかじめ指名する委員が、その

職務を代理する。 

 

(会議) 

第 5条 協議会の会議は、会長が招集し、会長が議長となる。 

2 協議会の会議は、委員の過半数の出席がなければ、議事を開き、議決することができない。 

3 協議会の議事は、出席した委員の過半数で決し、可否同数のときは、議長の決するところ

による。 

 

(庶務) 

第 6条 協議会の庶務は、障害福祉担当課において処理する。 

 

(委任) 

第 7 条 この条例に定めるもののほか、協議会の運営に関し必要な事項は、会長が協議会に

諮って定める。 

 

附 則 

この条例は、平成 20年 4月 1日から施行する。 

 

附 則(平成 25年 3月 29日条例第 13号) 

この条例は、平成 25年 4月 1日から施行する。 
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（３）第 5期障害福祉計画及び第１期障害児福祉計画策定の経緯 

 

日 程 主 な 内 容 

平成 29 年 7 月 18 日 

第１回今治市

障害者施策

推進協議会 

・障害福祉計画に係る基本指針の改正告示について 

・障害福祉計画及び障害児福祉計画策定のためのヒアリ

ング調査について 

平成 29年 7月～8月 
ヒアリング

調査実施 

・障がい者団体にヒアリングを行い意見を取りまとめ 

・各事業所の運営主体に対して事業所の新設予定の確認 

平成 29年 7月～8月 

アンケート

調査（愛媛

県） 

・愛媛県において県内障害福祉サービス利用者、障害児

通所支援利用者、特別支援学校生徒及び難病患者にア

ンケート調査を実施 

平成 29年 10月～11

月 
分析・集約 ・ヒアリング結果の集約と分析、利用見込量等の算定 

平成 30 年 1 月 18 日 

第 2 回今治市

障害者施策

推進協議会 

・障害福祉計画及び障害児福祉計画策定のためのヒアリ

ング結果について 

・第 5 期障害福祉計画及び第１期障害児福祉計画のサー

ビス見込量について 

 

平成 30 年 3 月 13 日 
今治市地域

自立支援協

議会全体会 

 

・第 5 期障害福祉計画及び第１期障害児福祉計画につい

て意見聴取 

 

 

平成 30 年 3 月 20 日 

第 3 回今治市

障害者施策

推進協議会 

・地域自立支援協議会への意見聴取結果の報告について 

・第 5 期障害福祉計画及び第１期障害児福祉計画（案）

確認について 

 

平成 30 年 4 月 

 

第 5 期障害福祉計画及び第１期障害児福祉計画施行 
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（４）障がい者団体へのヒアリングについて 

 

 

平成 29 年 7 月 18 日 第 1 回今治市障害者施策推進協議会 調査内容について審議 

平成 29 年 7 月 24 日～平成 29 年 8 月 18 日 

           今治市障がい者団体連合会に加入している障がい者団体等に 

ヒアリング調査 

平成 30 年１月 18 日 第 2 回今治市障害者施策推進協議会にて報告 

 

 

今治市障がい者団体連合会 

  今治市身体障がい者福祉会 

  今治市視覚障がい者協会 

  今治市・越智郡聴覚障害者協会 

  今治市手をつなぐ育成会 

  今治肢体不自由児(者)父母の会 

  今治市内部障害者団体協議会 

  来島家族の会 

  今治市朝倉身体障がい者友愛会 

  今治市玉川町身体障害者福祉会 

  今治市波方町身体障がい者友愛会 

  今治市大西町身体障がい者互助会 

  今治市菊間町身体障害者福祉会 

  今治市吉海町身体障がい者協会 

  今治市宮窪町身体障害者福祉会 

  今治市伯方町身体障害者福祉会 

  今治市上浦町身体障害者福祉会 

  今治市大三島町身体障害者互助会 

  今治市関前身体障害者互助会 
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